
【市の将来像】

【分野別の基本目標・施策】 （頁数）
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① 【協　　働】 1～2

② 【男女共同】 3

③ 【交　　流】 4
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④ 【農　　業】 5～6

⑤ 【林　　業】 7～8

⑥ 【工　　業】 9～10

⑦ 【商業・観光】 11～12

⑧ 【雇　　用】 13～14
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⑨ 【健康・福祉】 15～18

⑩ 【保健・医療】 19～20

⑪ 【安全・安心】 21

4

⑫ 【循　　環】 22

⑬ 【共　　生】 23

5

⑭ 【学　　校】 24

⑮ 【生涯学習】 25～26

⑯ 【スポーツ】 27～28

⑰ 【文化芸術】 29

⑱ 【文  化  財】 30

6

⑲ 【交通基盤】 31～32

⑳ 【都市基盤】 33

7

㉑ 【情  報  化】 34～35

㉒ 【行  財  政】 36～37

生涯スポーツの環境づくり

自主自立の行政システムの確立

主体的な文化交流活動の振興と芸術文化に親しむ環境づくり

文化財の保護と伝統活動の推進

快適で住みよいまち

生活と産業を支える交通基盤づくり

うるおいある都市基盤づくり

計画を実現するためのしくみづくり

情報化による新しい行政、社会システムづくり

自然と調和した美しい環境のまち

循環のまちづくり

共生のまちづくり

「長井の心」を育む文教のまち

長井の未来を担う子どもたちの育成

生きがい輝く生涯学習の推進

能力を発揮し安心して働ける環境づくり

個性が輝き支え合い安心して暮らせるまち

いきいきと暮らすことができる福祉と健康のまちづくり

生命と健康を守る保健と医療のまちづくり

安全・安心のまちづくり

安全安心でおいしい農産物づくりと地域営農の確立による農業のまちづくり

森林がもつ多面的機能の活用と林業のまちづくり

受注開拓と産業人の育成・活用、企業による工業のまちづくり

まちなかの賑わいづくりと長井独自の素材を活かした商業と観光のまちづくり

【 協働・創造・未来の鼓動　実感 “ながい” 】

市民が能力を発揮できるまち

市民と行政の協働の推進

個性と能力を発揮できる男女共同参画の推進

人と人、心と心がふれあう交流の推進

新しい価値を作り出す活力あるまち



1_協働

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 1 （基本目標総数 ６）

市民が能力を発揮できるまち

主要施策 Ｎｏ． 1 （主要施策総数 ２２）

市民と行政の協働の推進

①市民と行政の協働のルールづくり、まちづくりのルールづくり
②情報開示の推進、積極的な情報提供
③ワークショップ、パブリック・インボルブメント制度等による市民提案の実施
④IT等を駆使した市民と行政の連携の推進
⑤新しいコミュニティ活動への支援
⑥NPO、ボランティア等公益活動を行う者の活動支援
⑦NPO、ボランティア等公益活動を行う者との協働事業の実施

地区長等関係経費
まちづくり基本条例の制定／市民未来塾／協働のまちづくり
市報等発行業務
IT等を駆使した市民と行政の連携の推進
コミュニティ助成事業／心のまちづくり基金事業

個
別

計
画

なし

・H18年に「まちづくり基本条例」を制定し、全職員研修や市民未来塾を実施し
たことにより、職員や市民の「協働によるまちづくり」に対する理解度が向上し
た。
・コミュニティ助成事業や心のまちづくり推進事業では、趣旨に沿った事業が一定
程度できた。
・市報については月２回発行の他、Ｈ2２年から新たにタブロイド版広報紙を発行
（今年は６回）している。ホームページはＨ20年にリニューアルしタイムリーな
情報を各課で更新し、市内の魅力を市内外に広くアピールしている。

・まちづくり基本条例に基づく計画策定時の意見公募（パブリックコメント）につ
いては、ホームページ上で行われているものの、一部運用が徹底されていない場合
も見受けられる。
・市内NPO法人間のネットワークはあるが機能させることは難しく、必ずしも情
報共有や連携がとれているとはいねない。また、行政とNPOの連携・支援は、ま
だ話し合いに留まっている。ICTを活用した市民と行政の連携については、情報共
有化・情報発信手段についての調査段階に留まり、事業実施までは至っていない。

・市民未来塾生の市民や市職員には、未来塾で得た知識と経験を今後の「協働のま
ちづくり」に生かしてもらう。また、「地域づくり計画」策定を進めるうえで、地
域毎に資源を活用し、自ら行動していく仕組みを支援しながらつくっていきたい。
・職員に対しては、まちづくり基本条例（意見公募等）の運用を周知徹底する。
・心のまちづくり基金事業については、市民が活用しやすい内容を検討する。
NPO団体等との協働については、NPO懇談会等を通じて相互理解と情報共有を深
める。
・ICT等を駆使した市民と行政の連携については「ツイッター」「フェイスブッ
ク」等の新たな道具の利用を検討し、災害発生時の市民への情報伝達手段について
は一部実験中の「エリアメール」や「地デジデータ放送」の利用など、先進事例や
最先端技術を調査し、ＩＣＴ利活用や国庫補助事業なども利用しシステム構築を検
討する。

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策

主な事業

1



2



2_男女共同

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 1 （基本目標総数 ６）

市民が能力を発揮できるまち

主要施策 Ｎｏ． 2 （主要施策総数 ２２）

個性と能力を発揮できる男女共同参画の推進

①男女共同参画のための情報提供と啓発
②女性の意見を反映する場の拡充と社会参画の推進

男女共同参画推進事業

個
別

計
画

長井市男女共同参画基本計画

・男女共同参画事業についての国、県からの情報を市報や市ホームページで広報
したり、普及啓発事業（上映会）を県と共催で実施することで、庁内、市民、市
内企業等に対して一定程度の啓蒙ができた。また、市内企業へのアンケートも実
施し、その結果からは、企業における一定の理解は確認できた。

・男女共同参画は理念的な施策であり、長井市男女共同参画基本計画で定めた事
業への取り組みは庁内関係課（教育委員会、商工振興課、子育て支援課、市民相
談センター他）で実施しているが、十分とはいえない。
・実際問題として、家庭、地域、生涯学習、学校教育等における意識改革までは
行政として踏み込めていない状況である。なお、H23年末現在の審議会等にお
ける女性委員の割合は27.46％であり、H22年末までの目標値33.3％に対して
到達していない。

・男女共同の子育てや女性の社会進出、ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活
の調和）は今後の社会にとって重要である。長井市男女共同参画推進条例の趣
旨、計画の目的の中で、今の広く大きな流れの中での男女共同参画社会の進め方
を提案する仕組みが必要。
・庁内関係課との情報共有と連携を再検討し、合理的で効果的な推進事業の取り
組みを図るため、次期総合計画でも男女共同参画について触れながら、その理念
を全体的な広報活動の中で訴えていく。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策

3



3_交流

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 1 （基本目標総数 ６）

市民が能力を発揮できるまち

主要施策 Ｎｏ． 3 （主要施策総数 ２２）

人と人、心と心がふれあう交流の推進

①国際交流の推進
②地域間交流の推進

国際交流事業
ふるさと応援大使事業
定住交流事業

個
別

計
画

なし

・国際交流事業では、友好都市である中国黒双鴨山市と、姉妹都市であるドイ
ツのバートゼッキンゲン市との交流事業を周年にあわせて実施し、訪問団や現
地の人々との相互理解や文化交流を深めることができた。また、市内に多く定
住している中国出身者向けに、長井日中友好協会を中心に交流事業を実施し
た。
・「ふるさと長井しあわせ応援大使」事業はH23年に7名を委嘱し、まちづく
りに関する提言や情報などをいただき市政に活用している。
・国内では、姉妹都市である結城市、子どもたちの相互交流を行っている沖縄
県金武町、桑の実会でつながる江戸川区、地場産業で交流している大田区、住
民主体でおつきあいしている川崎市などと良好な交流を行っている。
・フラワー都市交流、あやめサミットでの交流都市及び東北直轄ダム所在市町
村も定期的に交流事業を開催しており、特に震災以降は、宮城県白石市、岩手
県奥州市、長野県飯山市などと災害協定を結んでいる。

・民間交流団体（長井日中友好協会や長井バートゼッキンゲンクラブ）は会員
数の停滞と高齢化が進んでいる。市内の定住外国人の４割は中国出身者以外で
あり、中国一辺倒でない支援事業の検討が必要。
・交流の成果や効果を数値等で表すことは難しいが、末永く事業を継続できる
ような人材の育成（確保）が今後の課題となる。

・国際交流事業については、引き続き民間交流団体と連携して推進していくと
ともに、新たな会員（特に若年層）の加入と産業交流を推進する方策を検討す
る。
・定住交流事業については、Ｈ24年に採択された助成事業を着実に推進し、
都市と地方の人的交流・物的交流を促進させ、地域資源を最大限に活用しなが
ら交流のきっかけづくりを進めるとともに、定住基盤の形成を図る。
・ふるさと応援大使については、サポーターを更に増員し、本市の課題解決に
向けた提言や情報を幅広くいただくなど、取組みの強化を図る。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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4_農業

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 2 （基本目標総数７ ）

新しい価値を創り出す活力あるまち

主要施策 Ｎｏ． 4 （主要施策総数 ２２）

安全安心でおいしい農産物づくりと地域営農の確立による農業のまちづくり

①新しい米づくりの推進
②収益の上がる農業の追求
③地域営農の推進
④安全安心な農産物を提供する環境保全型農業の推進
⑤農業者の条件整備、人的資源の確保
⑥農業生産基盤の整備

新需給調整システム推進事業、農業者戸別所得補償制度事業
園芸作物産地化推進支援事業、活力ある園芸産地創出支援事業
家畜預託事業、畜産規模拡大支援事業
中山間地域等直接支払制度、農地水環境保全向上生活支援事業
農産物ブランド化推進事業、レインボープラン推進事業　など

個
別

計
画

長井市農業振興地域整備計画

・ほ場整備等の農業生産基盤の整備により、農地の大規模化・集約化を段階
的に進めるとともに、戸別所得補償制度等の国の支援制度等によって農業経
営への支援を継続して行ってきたことにより、生産基盤の強化と農業経営の
安定化が図られた。
・園芸作物産地化に係る補助事業の積極的な活用により、園芸作物産地化に
向けた基盤整備が図られた。
・県の創意工夫プロジェクト支援事業を活用して、畜産、園芸、土地利用作
物の生産向上に向けた積極的な取り組みが行われた。

・農業者の高齢化と担い手不足が、中山間地域を中心に大きな課題となって
いる。
・集約化した土地利用型農業の振興とともに、産地化を目指した園芸振興が
必要となっている。
・環境保全型農業の認証数は増加しているが、長井産農産物の知名度は決し
て高いとは言えないのが現状であり、行者菜等農産物のブランド化や生産拡
大、直売所等での販売拡大が課題となっている。
・長井ブランド浸透のため、「レインボープラン」というブランドは外部へ
の知名度も高く、大きな強みであるが、内部（特に若年層）での理念の浸透
が薄まりつつある。

・農業生産基盤の整備や農業経営への支援を継続的、段階的に進めることに
今後もさらなる農業基盤の強化と農業経営の安定に努める。
・人･農地プランの作成作業を通じて、地域の中心となる経営体への農地集
積を進めることと併せて、耕作放棄地の発生予防と解消に努める。
・国の制度を活用するとともに、市独自制度の創設による市内外からの新規
就農者の確保を図る。
・生産組織などへ支援を継続するとともに、産地化を目指した園芸作物(行
者菜等)の選択と振興を図る。
・レインボープランの内部へPRを後押し、その理念の継承を図るととも
に、環境保全型農産物のブランド化策を展開し、知名度と販売の拡大に努め
る。

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

5



資料：農業センサス 

資料：農業センサス 

販売金額別農家数の推移 
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5_林業

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 2 （基本目標総数７ ）

新しい価値を創り出す活力あるまち

主要施策 Ｎｏ． 5 （主要施策総数 ２２）

森林がもつ多面的機能の活用と林業のまちづくり

①森林・林野の有効活用
②林業の振興

絆の森交流事業、古代の丘管理事業
共用林野管理事業、みどり環境交付金事業
林道維持補修事業、市行造林事業

個
別

計
画

長井市森林整備計画

・市有林・市行造林については、計画的に森林の育成・維持を進めることに
より、森林とその多面的機能の保全が適切に図られている。民有林において
は、林業の不振に伴い間伐等が立ち遅れており、荒廃した森林が増加してい
る。

・古代の丘などの交流施設の老朽化が進んでいるため、今後の維持管理が課
題となっている。
・市行造林事業については、長期計画の策定が必要。
・間伐材や炭の利用促進がまだ不十分な部分がある。
・森林を取り巻く現状として、近年外資による森林（水）資源の買い占め等
が問題となっていている。
・森林整備に係る国・県の補助事業等の施策を民有林に普及させる必要があ
る。

・継続して、適切な森林管理を計画的に進め、森林の保全に努める。
・交流施設については老朽化に対応するとともに、有効活用も図り、森林の
持つ多面的機能の重要性の認知に努める。
・また継続して、間伐材・炭の利用促進策を展開し、森林とその管理の重要
性についてもPRに努める。
・外資による森林買収については、他の事例等を参考にしながら、森林資源
の損失につながらないよう、慎重に対応していく。
・国の森林・林業再生プランに基づく施策を活用し民有林の森林整備を図っ
ていく。

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性
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●林野面積

長井市 置賜地区 山形県

13,658 186,880 643,324

国　有 7,927 72,506 330,166

民　有 5,731 114,374 313,158

13,651 186,012 641,303

国　有 7,920 72,186 329,444

民　有 5,731 113,826 311,859

7 868 2,021

63.6 74.9 69.0

種　　　別
所有形態別

林　野　面　積

森　林　面　積

森林以外の草生地

林　野　率（％）

資料：2010農業センサス 
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6_工業

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 2 （基本目標総数 ７）

新しい価値を創り出す活力あるまち

主要施策 Ｎｏ． 6 （主要施策総数 ２２）

受注開拓と産業人の育成・活用、企業による工業のまちづくり

①受注拡大の取り組み
②新しい産業分野の創出
③工業を担う人材の育成と活用
④新規創業と起業の支援
⑤工業立地環境の整備

企業誘致・受注開拓ネットワーク形成事業
ものづくり人財創出事業
ものづくり「長井」発信事業
異業種交流機会創出事業
企業立地促進事業　　など

個
別

計
画

なし

・展示会出展や製造業データベースの作成等による情報発信、各種人材育成
事業、補助制度の創設等による製造業支援を実施。
・リーマンショックや東日本大震災等によって経営環境が悪化する中で、企
業減少を最小限に食い止めてきた。

・近年の経営環境の悪化により、企業の存続そのものが困難になり、雇用の
場のさらなる減少のおそれがある。
・受注拡大については、企業の製品開発能力や提案能力の不足が課題。
・企業誘致や市内企業の拡大のためには、新工業団地が必要である。

・山形大学工学部や外部講師との連携などにより、企業の技術力や提案力の
向上を目指す。
・工業団地については、西置賜エリアに立地可能な用地がないことから、長
井市での県立工業団地の建設を要望していく。

関係する個別計画

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

基本目標

主要施策

基本施策

主な事業

9



資料：工業統計 

資料：工業統計 

事業所数・従業者数・製造品出荷額の推移 

総数 会社
組合・その
他の法人

個　人 総数
29人未満
の事業所

30人以上
の事業所

平成 11年 288 149 2 137 5,356 1,698 3,658 8,478,942

    12 279 146 2 131 5,239 1,690 3,549 9,224,786

    13 271 143 2 126 4,766 1,516 3,250 6,507,118

    14 264 138 2 124 4,709 1,507 3,202 5,582,781

    15 251 135 2 114 4,513 1,444 3,069 5,665,174

    16 259 140 2 117 4,631 1,463 3,168 5,965,124

    17 253 139 2 112 4,492 1,547 2,945 5,940,412

    18 253 141 2 110 4,490 1,582 2,908 6,054,667

    19 251 143 2 106 4,587 1,441 3,146       ※6,304,654

    20 235 137 1 97 4,369 1,341 3,028 6,483,902

    21 228 130 2 96 4,138 1,290 2,848 4,543,961

    22 218 175 2 41 4,100 1,189 2,911 5,502,092

年　次

事　業　所　数 従業者数（人）
製造品出荷額等

（万円）

※平成19年の製造品出荷額等は従業者4人以上の事業所の数値 
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7_商業・観光

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 2 （基本目標総数 ７）

新しい価値を創り出す活力あるまち

主要施策 Ｎｏ． 7 （主要施策総数 ２２）

まちなかの賑わいづくりと長井独自の素材を活かした商業と観光のまちづく
り

①市民との協働による中心市街地の活性化
②個店の機能強化と独自性の開発支援
③地域特性を生かした観光情報の発信と誘客
④観光ネットワーク化と受け入れ態勢の整備
⑤リピーターの獲得

長井商工会議所支援事業
観光連携型まちなか活性化事業
中心市街地活性化推進事業
公園維持管理事業、長井市観光協会事業
広域観光事業、最上川流域観光交流推進事業
最上川フットパス事業　など

個
別

計
画

都市再生整備計画、かわまちづくり計画

・行政・商工会議所・商店街の三者が連携して実施し、観光資源と結びつけ
たまちなかの演出などに取り組んでいる。H21年及びH23年に空き店舗を活
用した駅前案内所「山の下」や「まちの楽校本町館」「市民直売所菜なポー
ト」を開設した。
・置賜さくら回廊をはじめ、花回廊の推進が観光客の増加に結びついてい
る。また、フットパスの整備が進み、他地域のフットパス団体と連携しシン
ポジウムを開催するなど、広域観光の推進が図られた。また、H22年には、
あやめ公園100周年を祝い、「にぎわい市」の開催や「長井古種」図録の作
成等を行った。

・商業の活性化については、中心市街地の機能や整備方策の検討が必要だ
が、関係団体との情報共有ができていない状況。街路事業や社会資本整備計
画が進められていく中で、今後の方向性が明確でなく、事業推進機関の設置
についてもできていないため、全体的な動きまで発展していない。
・観光については、着地型観光の推進のために受け入れ態勢を整えていく必
要がある。

・関係団体と会議等を開催し、情報を共有及び連携強化を図っていく。ま
た、中心市街地活性化基本計画を策定し、地域経済の再生及び活性化を図っ
ていく。
・観光については、観光振興基本計画を策定し、通年観光の検討や街中・郊
外の観光拠点とその周辺商店街での受け入れ態勢を整備する。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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資料：商業統計 

資料：商業統計 

（単位：百人）

観 光 地 名 H19年 H20年 H21年 H22年 H23年

朝日連峰 24 23 27 27 22

はぎ公園 396 378 362 368 373

白つつじ公園 1,356 1,366 1,324 1,309 1,218

野川渓谷と木地山ダム 32 32 33 33 20

あやめ公園 2,510 1,911 1,340 1,569 817

久保桜 1,326 1,383 1,314 1,328 506

不伐の森 12 11 13 13 9

古代の丘 80 79 101 81 59

ながい黒獅子まつり 1,100 680 1,000 770 800

ながい水まつり 700 1,250 720 1,300 1,100

合　　計 7,536 7,113 6,234 7,113 6,234 資料：観光振興課 

観光客数の推移 
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8_雇用

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 2 （基本目標総数 ７）

新しい価値を創り出す活力あるまち

主要施策 Ｎｏ． 8 （主要施策総数 ２２）

能力を発揮し安心して働ける環境づくり

①雇用の促進
②労働者福祉の向上

雇用対策事業、緊急雇用創出事業
勤労者生活支援事業、勤労者互助会支援事業
信用保証協会保証料補給事業
東日本大震災緊急利子補給事業
勤労センター維持管理業務（※H23より教育委員会へ移管）　など

個
別

計
画

なし

・雇用環境が悪化するなかで、H21年から国・県の補助により、ふるさと雇
用創出事業及び緊急雇用創出事業を活用し、一定の雇用確保を行うことがで
きた。　　　（実績→126事業　新規雇用者数：324名　総事業費：
450,048千円）
・東日本大震災等の経営環境の悪化を受けて、市独自に緊急利子補給制度を
創出し、市内中小企業者の資金繰りへの支援することで、市内経済の維持・
活性化を図ることができた。
（実績(H18～23)→件数：3,673件　総補給額：134,604千円）

・緊急雇用創出事業の県の補助がH2４に終了するため、事業の検証と今後の
方向性の検討が必要である。
・就業相談体制の整備や障がい者及び全ての年齢層の雇用拡大に向けて、的
確でタイムリーな情報発信と、関係機関との連携や調整が必要。

・次年度以降の緊急雇用創出事業継続を国への要望事項として掲げている
が、市としての事業継続の有無を検討していく。
・就業相談や雇用促進について、長井商工会議所や西置賜雇用対策協議会、
ハローワークとの連携を強化していく。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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資料：山形労働局「労働市場年報」 

事業所数及び従業員数の推移 

資料：16年、18年は「事業所・企業統計」 

    22年は「経済センサス」 

※有効求人倍率（学卒を除きパートを含む常用雇用） 
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9_健康福祉

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 3 （基本目標総数 ７）

個性が輝き支え合い安心して暮らせるまち

主要施策 Ｎｏ． 9 （主要施策総数 ２２）

いきいきと暮らすことができる福祉と健康のまちづくり

①生涯にわたる健康づくり
②高齢者の生きがい・安心と健康づくり
③介護システムの充実
④安心して子供を生み育てられる環境づくり
⑤低所得者、障がい者福祉の充実
⑥安全で住みよい環境づくり

食生活改善推進員養成事業、運動普及推進員研修事業、健康教育事業
運動不足解消教室（国保特別会計）、長寿祝賀事業、敬老祝賀事業
高年齢者労働能力活用助成事業、ミニデイサービス運営事業
高齢者生活支援除雪サービス事業、介護予防事業
居宅介護サービス給付費、地域密着型介護サービス給付費
施設介護サービス給付費
老人福祉施設整備償還金助成事業、子育て支援医療給付事業
母親クラブ活動費助成事業、子育て支援センター運営事業
特別障がい者等手当、保育園運営負担金、児童扶養手当支給事業
障がい者相談支援事業、扶助費、生活保護調査・支給管理事業、
特別援護事業、私立幼稚園就園奨励費補助、就学支援事業（小・中）
自立支援事業
人工透析患者通院交通費助成事業、自立支援給付事業、地域生活支援事業
障がい児保育事業、すみれ学園運営事業、
障がい者自立支援臨時特別対策事業、重度心身障がい（児）者医療給付事業
在宅酸素療法者支援事業、中央児童センター運営事業
児童遊園維持管理事業、児童センター管理運営事業

個
別

計
画

食育推進計画（策定中）、健康日本２１ながい
長井市老人保健福祉計画・介護保険事業計画
国民健康保険保健事業計画
長井市次世代育成支援行動計画、長井市保育計画
長井市障がい者福祉計画、長井市障がい福祉計画、長井市地域福祉計画

主な事業

関係する個別計画

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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9_健康福祉

第四次総合計画の現在の総括

・運動については、歩数の増加は進んでいないが、高齢者の地域活動での運
動習慣が定着している。
・高齢者の健康づくりは介護予防の観点から推進し、ミニデイサービス、65
歳以上高齢者の調査の実施や二次予防事業の拡大、サロン事業の委託事業者
の拡大などで対応を図っている。
・介護保険については、地域密着型サービスの整備が計画どおり進まなかっ
たものの、それ以外は、ニーズの拡大に伴ってサービス提供事業者が増加す
るなどほぼ順調に進められている。
・子育てについては、子育て支援センターを開設したほか、認可保育所の整
備や児童センターの指定管理移行、延長保育開始等により多様化する保育需
要に応えた。
・障がい者関係では、相談支援事業を充実させることによって、障がい者の
ニーズにより的確に対応することができるようになった。

・健康づくりについては、食生活改善推進員については増加できず、運動普
及推進員については養成が進んだが総数の変化はない。食塩摂取量の減少に
は取り組んでいるが、栄養素の適切な摂取は進まず、５０歳代の肥満は増え
ている。
・健康、福祉、子育てに係る事業は担当部署や実施団体が多岐に渡り、情報
の共有、連携のための体制づくりが最大の課題となる。
・高齢者施策については、単身や高齢者世帯、さらには認知症高齢者を地域
で支えていくための仕組みづくりが課題である。
・生活困窮者への支援については、稼働年齢層の被保護者をいかにして就労
に結び付けられるかが課題。障がい者の自立支援についても、地域のニーズ
をいかに捉えて実現するか、財政的、人的な課題がある。

・健康づくりには、地域性、専門性を前提とした体系的な取り組みを行う。
・高齢者の運動定着を持続させ、若年層の栄養・運動についての取り組みを
定着させていく。
・高齢者や障がい者が住みなれた地域で安心して尊厳ある生活を送ることが
できるように、介護保険や自立支援など公的なサービスの拡充を図るととも
に、地域での生活を支えるインフォーマルサービス（地域やボランティアな
どによる制度に基づかないサービス）を推進し、地域包括ケアシステムの実
現を目指す。
・公共施設及び一般住宅のバリアフリー化推進・ユニバーサルデザインの推
進に関しては、ソフト面・ハード面両方の視点から関係各課で連携して課題
や要望を把握しながら取り組んでいく必要がある。
・乳幼児期の子育て支援について、国の動向を見据え、総合的な支援体制の
確立が必要である。

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性
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資料：「人口動態統計」  

資料：「国勢調査」 
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介護保険の認定状況の推移 

生活保護費の推移 

資料：福祉生活あんしん課 

資料：福祉生活あんしん課 

単位：人

認定者数
（合計）

要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5

平成19年度 1,490 193 260 214 230 238 199 156

　　　20年度 1,454 157 257 190 242 233 213 162

　　　21年度 1,501 172 231 215 253 270 205 155

　　　22年度 1,462 205 163 268 231 228 199 168

　　　23年度 1,464 195 138 278 235 227 205 186

※各年度の4月末現在の認定者数。 
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10_保健医療

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 3 （基本目標総数 ７）

個性が輝き支え合い安心して暮らせるまち

主要施策 Ｎｏ． 10 （主要施策総数 ２２）

生命と健康を守る保健と医療のまちづくり

①予防・検診、保健・医療給付事業の充実
②地域医療の充実
③救急医療の向上

健康診査事業、保健センター維持管理業務
防疫事業／狂犬病予防事業
結核予防事業、予防接種事業・子宮頸がん等ワクチン接種事業
ひとり親家庭等医療給付事業
健康診査事業（母子保健事業）妊産婦健康教育事業
保健師活動事業、ブックスタート事業
国保特別会計繰出／国保運営協議会運営事業
後期高齢者医療広域連合療養給付費負担金／後期高齢者医療特別会計繰出
訪問看護事業、在宅寝たきり者等訪問歯科診療事業
自立支援事業、置賜広域病院組合負担金
休日診療所運営事業、救急医療情報キット配布事業

個
別

計
画

長井市国民健康保険特定健康診査等実施計画
健康日本２１ながい
長井市次世代育成支援行動計画
長井市老人保健福祉計画・介護保険事業計画
長井市障がい者福祉計画、長井市障がい福祉計画

・予防・検診、保健・医療給付事業の充実については、特定健康診査など受
診率を向上させてきている。妊婦健康診査も充実してきている。
・地域医療や救急医療については、地域医師会、歯科医師会、公立置賜総合
病院の協力を得て、特に医師確保は順調に実施できている。
・狂犬病予防の推進に関しては、獣医師会との連携により市民の利便性を高
めることができた。

・医師や看護師の確保については、地域、県が一体になり取り組まなければ
ならない。
・特定健康診査、がん検診については、更に受診率の向上を図る取り組みが
必要。
・訪問看護に関しては困難なケースが増加しており、１件の訪問にかかる労
力が増大している。
・65歳以上の単身及び夫婦世帯に配布している命のバトンの事務量が想定以
上に多く、今後策を講じる必要がある。
・不妊・不育治療にみられる新たな少子化対策が求められる。

・予防接種事業について、国の動きに合わせて今後も取り組んでいく。
・在宅医療について、訪問看護ステーション、医療機関、福祉施設が一体的
にその在り方について取り組んでいく。また、母子医療や若年層のがん対策
に取り組んでいく。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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特定健診・保健指導の状況 

特定死因別死亡者数 

（単位：人）

平成22年度 平成23年度

対象者数 9,603 9,704

受診者数 2,094 2,004

要精検 163 161

対象者数 9,603 9,412

受診者数 1,000 2,516

要精検 5 26

対象者数 9,603 9,704

受診者数 2,351 2,487

要精検 139 158

対象者数 6,565 6,418

受診者数 1,900 1,921

要精検 18 18

対象者数 5,953 5,887

受診者数 2,181 2,125

要精検 53 74

乳がん検診（甲状
腺検診含）

区分

胃がん検診

肺がん検診

大腸がん検診

子宮がん検診

がん検診の実施状況 

（単位：人）

平成21年度 平成22年度

対象者数 4,961 4,855

受診者数 1,419 1,588

受診率（％） 28.6 32.7

230 213

120 103

区分

特定健康診査

特定保健指導の対象者数

特定保健指導の終了者数・利用者数

資料：健康課 

資料：健康課 

資料：健康課 

（単位：人）

区分 平成21年度 平成22年度

　死亡総数 384 407

　悪性新生物 91 108

　心疾患（高血圧性除く） 64 55

　脳血管疾患 51 71

　老衰 28 17

　肺炎 25 30

　不慮の事故 14 10

　自殺 9 14

　腎不全 6 2

　肝疾患 3 3

  糖尿病 2 9

　結核 1 0

　高血圧性疾患 0 4

　その他 90 84
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11_安全安心

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 3 （基本目標総数 ７）

個性が輝き支え合い安心して暮らせるまち

主要施策 Ｎｏ． 11 （主要施策総数 ２２）

安全・安心のまちづくり

①地域防災対応力の向上
②防災事業の充実
③消防体制の強化
④防災意識の高揚
⑤地域安全運動の推進
⑥交通安全対策の強化
⑦快適で安全な生活環境づくり
⑧社会保障の充実

防災対策事業、総合防災訓練事業、市営住宅管理事業
橋梁長寿命化修繕事業、緊急地震速報システム導入事業
長井ダム建設促進事業、住宅耐震化事業
山岳遭難対策事業、西置賜行政組合分担金
消防団運営事業、大規模改修等事業／消防施設整備事業
地域安全推進事業／防犯灯整備事業
交通安全施設整備事業、交通安全推進事業
一般管理費（霊園・斎場）／大規模改修事業等／公衆トイレ管理業務
消費生活対策事業、国民年金費行政事務経費

個
別

計
画

地域防災計画
長井市交通安全計画
長井市災害時要援護者避難支援プラン
長井市建築物耐震改修促進計画

・防災意識の高揚については、自主防災組織連絡協議会をＨ23年に設立し、
44組織70.4%の組織率（平成24年8月現在）。今後も育成の強化を図る。地
域の安全運動推進については、Ｈ14年に設立された地域安全推進協議会が以前
の年一回のみの開催から年２回の開催に回数を増やし、組織の強化が図られて
いる一方で、各地区の祭り等でも独自の防犯活動が展開されている。
・防犯灯については、修理の要望がある案件の全てに対応している。
・要援護者避難支援については、Ｈ22年から登録制度を開始し、現在300名
が登録している。

・交通安全対策については、警察と連携してチラシ配布や、季節ごとの交通安
全運動期間での立哨指導など、広報・啓蒙に力を入れているが、H23年の自転
車盗難件数が過去最多、死亡事故ゼロの目標は達成されていないなどの課題が
ある。要援護者避難支援については、登録者一人ひとりの個別計画を策定する
必要がある。

・地域防災計画については現在改定中であり、完了予定のＨ24年上半期以後は
定期的な見直しが必要。防災教育の普及拡大についてはまだ十分とはいえず、
今後効果的な普及方策について検討していく必要あり。
・交通安全対策については、交通安全専門指導員による幼児・児童に対する交
通安全教室の開催、高校生ボランティアによる駅駐輪場の修繕活動等を通して
啓蒙・意識向上を図っていく。
・消費者の自立支援のための相談センター、弁護士相談、放射性物質検査事業
などについては、消費者庁の補助事業がＨ24年で終わるため、今後事業をどの
ように単独で実施していくか検討していく。
・要援護者避難支援では、福祉避難所の指定について検討していく。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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12_循環

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 4 （基本目標総数 ７）

自然と調和した美しい環境のまち

主要施策 Ｎｏ． 12 （主要施策総数 ２２）

循環のまちづくり

①レインボープランを中核とした循環型社会の構築

コンポストセンター運営事業
レインボープラン推進事業／地元農産物を活用した名産品づくり調査研究事業
構造改革特別区域農地賃借事業
集団資源回収事業／ごみ収集所設置事業
廃棄物減量対策事業／不法投棄防止事業
一般廃棄物等収集運搬等事業／置賜広域行政組合分担金

個
別

計
画

長井市環境基本計画

・レインボープランの推進もあり、生ごみを含めたリサイクル率は県内でも上位と
なっている。また、Ｈ14年から資源ごみ（ペット・プラ類）収集の開始、市内に
一般収集所149ヵ所を設け、廃棄物減量等推進員140名、同補助員400名を選任
してごみの減量化を図った結果、不燃系ごみの量が前年比約1,000トン減少し、市
民にリサイクルの意識が高まった。
・市内小中学校の学校給食に供される米飯について、全量レインボープラン認証米
を使用、米以外の認証野菜も一部使用し、市内小中学生のレインボープランへの理
解が深まっている。
・Ｈ23年にはレインボー野菜を使用したスイーツを開発した。5品が商品化され、
市内の菓子店、飲食店で販売されている。
・市外における成果に関しては、毎年約50件の視察があり、循環型社会の意識の
高まりからレインボープランが世間の関心を集めている。また、Ｈ21年からは大
学生もフィールドワークに訪れ、充実した学習活動を行っている。

・レインボープランは開始以来15年が経過したが、スタッフ、市民ともに世代交
代が進んでいない。認証農家の数も減少傾向にある。また、堆肥化プラントの老朽
化が喫緊の課題。市内の製造業者とも話し合いをしたが、現状ではプラント全体を
補修することは難しい。
・市民のごみを減らす暮らしの推進、リサイクルへの取組みが進む中、生活様式の
変化とともに、自動販売機やコンビニストアの増加、一部のモラルの低下が相まっ
て、未だに不法投棄が後を絶たない。

・レインボープランについては、若年層への普及・啓蒙活動にさらに力を入れる必
要があるとともに、ブランド力を活かした安心安全な農産物の拡大が必要。また、
認証農家の減少の原因を分析する必要もある。
・堆肥化プラントの補修については、今後も市内業者による補修を模索していく。
・周囲の景観を損ない、不快感を与える不法投棄に対して、美化推進員と連携を強
化し、一層効果的なモラルの向上を訴える啓発と環境美化対策を講じていく必要が
ある。
・エコショップ認定制度の実施や商業のエコ活動への支援については、現在のとこ
ろ把握しきれておらず今後実施するかどうか検討が必要である。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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13_共生

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 4 （基本目標総数 ７）

自然と調和した美しい環境のまち

主要施策 Ｎｏ． 13 （主要施策総数 ２２）

共生のまちづくり

①環境保全の取り組み
②景観保全、景観形成の取り組み

環境ISOの推進、環境関係事業
水源地域活性化事業、地下水位等観測業務
ダイオキシン類・放射線測定事業
かわまちづくり推進事業、都市再生整備事業
絆の森交流事業、古代の丘管理事業
公園維持管理業務
景観形成推進事業、「長井の文化的景観」調査事業

個
別

計
画

長井市環境基本計画、かわまちづくり計画
都市再生整備計画、景観計画

・環境保全については、環境ISOへの取り組みや長井市ポイ捨て条例の施行等
により、環境美化意識の啓発が図られている。また、H23には長井ダムの完
成を機に発足した「水源地域ビジョン会議」によって環境教育や啓発事業等
を行う体制づくりができた。
・景観保全・景観形成については、フットパスや舟通し水路、長井駅西広場
等の親水空間が整備されたほか、景観条例の施行及び景観計画の策定
（H23）により、景観を守り育てていく体制が整えられた。
・東日本大震災に伴う原発事故による放射性物質の問題に対して、市民の健
康被害を防ぎ、安全安心な生活を守るため、市役所組織間での連携により大
気中の放射線測定を実施している。

・景観保全・景観形成については、既存の公園や施設の老朽化が進んでい
て、今後の維持管理や長寿命化のための取り組みが大きな課題となってい
る。また、新たに整備した施設の維持管理と景観保全も今後の課題となって
いる。
・水源地域の保護については、産業廃棄物処理施設建設への監視や長井ダム
周辺環境整備をどのように進めていくかが課題となっている。
・新たな課題として、東日本大震災による原発事故問題に対応するため、放
射線対策や再生可能エネルギーの導入について取り組みを進める必要があ
る。

・景観保全・景観形成については、観光振興計画によって公園の整備方針を
示し、再整備・長寿命化対策を図っていく。また、景観条例及び景観計画の
啓発活動や景観重要地区の検討、文化的景観の保全・形成の取り組みを進め
ていく。
・再生可能エネルギーについては、市民意識の醸成に努める。また、災害時
の避難所等の機能維持のため、公共施設に再生可能エネルギーによる発電設
備の導入を進めるなど、積極的に取り組んでいく。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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14_学校

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 5 （基本目標総数 ７）

「長井の心」を育む文教のまち

主要施策 Ｎｏ． 14 （主要施策総数 ２２）

長井の未来を担う子どもたちの育成

①生きる力（学ぶ力、思いやり、健康と体力）を育む学校教育の推進
②地域特性を活かした学校教育の推進
③学校教育施設の整備

小中学校各種大会出場費補助事業　　　　学校実践農園借上事業
教育振興事業　　　　　　　　　　　　　区域外就学事務
外国語指導助手派遣事業　　　　　　　　キャリア教育推進事業
ほっとなるスクール事業　　　　　　　　各学校耐震補強等事業
特別支援教育バックアップ事業　　　　　大規模改修事業
長井の心推進事業　　　　　　　　　　　スクールバス運行事業
調理搬送業務
給食用レインボー栽培認証米供給事業
幼保小連携事業
リヒテルズ直子氏提言のオランダの教育
小・中学校教育用（教職員用）コンピュータ整備事業
生活リズム（早寝・早起き・あさごはん）、アウトメディアチャレンジへの取り組み

個
別

計
画

長井市教育情報化推進計画
長井市立小中学校施設の耐震化計画

・きめ細やかな指導の充実、幼保小連携事業等への取り組みにより、不適
応・不登校の改善に効果が出ている。学校給食にはレインボー認証米や野菜
を使うなど特色ある施策を実施。
・各学校では地域特性を活かして事業を展開。キャリア教育推進では、企
業・家庭と連携し勤労意識や職業観、「生きる力」を育成してきた。
・また、平成24年度で非木造学校教育施設の耐震化が完了予定。

・学区制度の弾力的な運用に関しては、実情に合わせた規準の見直しが必
要。
・給食調理場は、平成22年に大規模改修を行ったものの、耐用年数等から平
成30年頃には新築整備が必要。学校教育施設の大規模改修及びバリアフリー
化等については市の財政状況に左右される実情があり遅れている。
・長井小第１校舎木造施設の耐震化は未定。

・長井市教育情報化推進計画に基づき、学習用ＰＣ・校務用ＰＣとも１人１
台の配備を進める必要がある。
・ものづくりを担う人材の育成に関しては、キャリア教育推進事業との連携
を検討する。
・学校教育施設の大規模改修及びバリアフリー化等を計画的に実施してい
く。
・不適応、不登校の改善のため、きめ細かな指導の充実、幼保小連携事業等
の取り組みをさらに進める。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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15_生涯学習

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 5 （基本目標総数 ７）

「長井の心」を育む文教のまち

主要施策 Ｎｏ． 15 （主要施策総数 ２２）

生きがい輝く生涯学習の推進

①郷土への愛着と誇りを育てる学習の推進
②ライフステージに応じた学習機会の充実
③地域づくり活動の推進
④青少年の健全育成
⑤家庭教育の充実
⑥社会教育施設・設備の整備
⑦学校支援ボランティアの導入と活用

地区公民館運営事業　　　　　　　青少年健全育成事業
生涯学習推進事業　　　　　　　　放課後子どもプラン事業
学校支援地域本部事業　　　　　　家庭教育支援事業
成人式事業　　　　　　　　　　　勤労青少年ホーム維持管理事業
図書館運営事業　　　　　　　　　生涯学習プラザ施設管理事業
公民館活動振興事業　　　　　　　自治公民館活性化事業
自治公民館施設整備事業

個
別

計
画

第２期長井市生涯学習振興計画
中期施設整備計画

・多様な要求に応える学習機会の充実を図るため、各地区公民館で様々な事
業を展開している。住民主導の公民館活動についても自治公民館活性化事業
などを実施し、地域づくり活動を推進している。
・青少年の健全育成については、街頭指導や各種調査を実施した。
・社会教育施設の管理については、Ｈ21年から図書館、地区公民館、Ｈ23
年から市民文化会館に指定管理者制度を導入した。

・教委や地区公民館等で様々な事業を計画しているが、スタッフ以外の青年
層の参加が減ってきており、児童生徒も少子化や学校行事の影響か参加が減
少している。
・一方で、社会の変化から子どもたちの居場所を確保し地域の大人と交流す
る場の必要性も叫ばれている。放課後子どもプラン事業のあり方の検討な
ど、今後どのように継続していくかが課題。
・公民館に関しては、コミセン化について議論を深めていく必要がある。
・家庭教育支援については、それぞれの関係機関や団体等で様々な事業を実
施しているが、それらをトータルで評価しておらず、効果が判り辛い。
・図書館や生涯学習プラザ等社会教育施設は老朽化が進んでいる。

・年３回程度、市報に掲載している生涯学習情報「ハツラッツ」を活用し情
報発信に力を入れる。また、生涯学習に精通した職員を養成し配置してい
く。
・家庭教育に関しては、関係機関、団体等で相互に情報を共有、改善策の検
討などができる体制を構築することが必要（子育て支援プロジェクトの活
用）。
・社会教育施設は計画的な修繕、整備が必要。図書館は、横断検索・イン
ターネット予約等が可能なシステム導入について、生涯学習プラザは指定管
理者制度の導入について検討が必要（市民体育館との兼ね合い）。

第四次総合計画の現在の総括
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15_生涯学習

図書館の利用状況

（単位：人、冊）

開館日数 入館者 １日平均 貸出冊数 １日平均 本館 移動図書館 団体

平成19年度 303 37,455 87 72,061 238 58,953 13,108 4,038

平成20年度 304 38,573 95 77,653 255 60,139 17,514 5,028

平成21年度 306 43,477 142 89,645 294 68,651 20,994 5,927

平成22年度 306 47,561 155 96,249 315 71,800 24,449 7,141

平成23年度 308 47,903 156 104,557 339 78,530 26,027 8,094

4月 26 3,602 139 8,293 319 ― ― ―

5月 26 4,509 173 9,202 354 ― ― ―

6月 26 4,180 161 9,324 359 ― ― ―

7月 27 4,954 183 10,059 359 ― ― ―

8月 29 5,921 204 9,272 320 ― ― ―

9月 26 4,315 166 9,324 359 ― ― ―

10月 26 4,419 170 10,451 402 ― ― ―

11月 26 3,701 142 10,121 389 ― ― ―

12月 24 2,888 120 8,758 365 ― ― ―

1月 24 2,793 116 6,992 291 ― ― ―

2月 21 2,701 129 5,417 258 ― ― ―

3月 27 3,920 145 7,344 272 ― ― ―

入館状況 貸出状況

登録団体・個人数

（単位：人）

　一般 　児童（中3以下）

平成19年度 40 10,783 8,337 2,446

平成20年度 41 9,306 6,853 2,453

平成21年度 65 9,465 6,869 2,596

平成22年度 74 9,405 6,830 2,575

平成23年度 84 9,630 7,040 2,590

登　 録
団体数

登   録
個人数

資料：市立図書館 

資料：市立図書館 

公民館利用状況、分館数（平成23年度）

　◎子育て支援事業（あそびの広場、共育セミナーなかよしくらぶ、　お茶の間交信関連事業）

　◎各種教室、講座の開設、学級、研修会　 ◎生涯学習推進事業

　◎地域づくり事業、各種団体育成事業　　　◎スポレクなど体育振興事業、地域文化振興事業

　◎各種教室・講座の開設、生涯学習推進事業　　　◎地域づくり事業、各種団体育成事業

　◎文化振興事業、体育振興事業、関東致芳会との交流

　◎一日八里（ひしてはぢり）、夏まつり大会、ミニギャラリーの開設

　◎各種教室・講座の開設、学級、研修会　　◎生涯学習推進事業、環境＆健康セミナー

　◎地域づくり事業、団体育成事業　　　　　　 ◎文化振興事業

　◎各種教室・講座の開設、学級、研修会　  ◎地域づくり事業、団体育成事業

　◎花いっぱい推進事業　　　　　　　　　　　　   ◎体育振興事業、文化振興事業

　◎各種教室・講座の開設、学級、研修会　  ◎地域づくり事業

　◎環境美化推進事業                             ◎体育振興事業、文化振興事業

　◎各種教室・講座の開設、学級、研修会  　◎生涯学習推進事業、地域づくり事業

　◎白川セミナー、水辺関連事業                 ◎体育振興事業、文化振興事業

総　　　数 80,123 87

資料：中央公民館、各地区公民館

豊田地区公民館 9,557 17

平野地区公民館 10,869 13

伊佐沢地区公民館 9,314 7

致芳地区公民館 23,045 12

西根地区公民館 9,893 19

公    民    館
年間利用者

数（人）
自治公民館

数（館）
主　　な　　事　　業　　内　　容

中央地区公民館 17,445 19
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16_スポーツ 

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 5 （基本目標総数 ７）

「長井の心」を育む文教のまち

主要施策 Ｎｏ． 16 （主要施策総数 ２２）

生涯スポーツの環境づくり

①スポーツの推進、機会の拡充
②競技スポーツの振興
③総合型地域スポーツクラブの創設支援と育成
④スポーツ施設の整備、充実

各種スポーツ振興事業、白つつじマラソン運営事業
総合型地域スポーツクラブ創設推進事業
小中学校各種大会出場費補助事業
夏季総合体育大会補助事業、県高校駅伝大会開催事業
生涯学習プラザ運動公園整備事業、体育施設管理運営事業

個
別

計
画

第２期長井市生涯学習振興計画
平成23年度体育施設整備中期計画（素案）

・各種市民大会やスポーツ教室の開催、学校体育施設の夜間開放事業を実施
し、スポーツができる機会の拡充を図ってきたことにより、市民ひとり一ス
ポーツの推進に成果があった。
・競技スポーツの振興では、強化費の交付事業や奨励事業により選手の育成を
図ってきた。優秀選手を育成することは、市民の誇りと喜びにつながってい
る。
・東北高校駅伝大会、県高校駅伝大会の長井市開催が定着しつつあり、市民の
認知度も高まりスポーツへの関心につながっている。
・体育施設は、施設設備等の老朽化により、その都度修繕を実施してきた。ま
た、既に必要性のない体育施設については、廃止による解体工事を進めてき
た。

・スポーツ少年団の団員減少とともに指導者数が年々減少している。特に、女
性指導者が極めて少ない。各競技団体等と連携を図りながら指導者の発掘とと
もに、指導者を育成することが必要である。また、指導者の資格取得に係る情
報提供に努めることや研修会・講習会を継続していくことが必要である。
・体育施設については、老朽化が進んでいるため、体育施設整備計画を策定
し、施設の改修を進める必要がある。また、全庁的な耐震化実施計画が策定さ
れる中で、優先順位を定めながら耐震診断を実施し、耐震化に係る改修工事ま
たは施設の廃止を検討していくことも必要である。

・国では、Ｈ23年8月にスポーツ基本法を施行し、誰もが個々の興味・関
心、その適性等に応じて日常的にスポーツに親しむことができる環境整備の推
進が求められている。
・それを担うものとして総合型地域スポーツクラブが位置づけられており、市
ではＨ24年の設立に向けた設立準備委員会が設置され、Ｈ25年の本格稼動に
向けて準備を進めている。このクラブが設立すれば、市民ひとり一スポーツ振
興事業は、段階的にクラブへ移行することになり、行政ではスポーツ推進のた
めのマスタープランを作成しながらクラブ運営のサポートを行う。
・クラブ運営には体育施設も必要不可欠であることから、体育施設に係る指定
管理者制度導入の検討を行う。

第四次総合計画の現在の総括
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平成23年度

施　　　設　　　名 利用延回数(回) 利用延人数(人)

学習棟 1,323 42,714

　研修室(大、和、洋) 604 14,384

　舞と音楽のホール 109 8,522

　音楽練習室 271 2,130

　催しひろば・その他 339 17,678

体育館棟 1,188 43,122

　メインアリーナ 749 34,367

　軽運動室等 439 8,755

プール 497 42,335

　一般利用 287 4,014

　水泳スクール 210 38,321

総  数 3,008 128,171

資料：長井市置賜生涯学習プラザ

長井市置賜生涯学習プラザ利用状況

体育施設利用状況

（平成23年度）

有料利用者数(人) 無料利用者数(人)

　運動公園野球場(都市公園) 3,587 761 2,826 131

　運動公園陸上競技場(都市公園) 2,878 301 2,577 45

　テニスコート 5,400 815 4,585 262

　市民プール（小出） 3,125 1,839 1,286 37

　武道館 2,357 599 1,758 212

　道照寺平スキー場 7,986 2,146 5,840 59

資料：市教育委員会生涯スポーツ課

施設名 利用者総数(人) 利用延日数(日)
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17_芸術文化

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 5 （基本目標総数 ７）

「長井の心」を育む文教のまち

主要施策 Ｎｏ． 17 （主要施策総数 ２２）

主体的な文化交流活動の振興と芸術文化に親しむ環境づくり

①市民主体の個性豊かな文化活動の展開
②芸術文化に触れる機会の充実

芸術文化振興事業
市民文化会館一般管理
県美展長井巡回展開催事業
小中学校芸術教室補助事業

個
別

計
画

第２期長井市生涯学習振興計画

・市内の文化団体の事業実施支援として補助制度を導入し、地域の芸術文化
を支援してきた。芸術文化に触れる機会の充実のため、小中学校芸術教室補
助事業を各年度で交互に音楽教室と演劇教室を実施している。平成２０年度
から文教の杜、平成２３年度から市民文化会館に指定管理者制度を導入して
いる（生涯学習から再掲）。

・市民文化会館についてはＨ23年から指定管理者制度を導入し運営している
が、自主事業の集客にばらつきが見られることから、事業の選定にはより一
層の検討が必要。長年にわたり、質の高い芸術文化に触れる機会のひとつと
して、県美展長井巡回展を開催してきたが、生徒児童の減少に伴い入場者数
が減少しており、今後どう対応するかが課題。
・市民文化会館は、竣工後約４０年が経過しているために老朽化が進んでい
る。安全性の確保のために必要な修繕を行うとともに、修繕又は改善計画を
策定し、整備していく必要がある。

・市民文化会館を芸術文化に関する情報の総合窓口として整備し、自主事業
開催における周知と入場者拡大により力を入れていく。

第四次総合計画の現在の総括
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18_文化財 

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 5 （基本目標総数 ７）

「長井の心」を育む文教のまち

主要施策 Ｎｏ． 18 （主要施策総数 ２２）

文化財の保護と伝統活動の推進

①伝承文化を学べる場と機会の充実
②文化財の保存と活用

伝統文化伝承活動事業
市内遺跡発掘調査事業
文教の杜大規模改修事業
市民文化会館大規模改修事業

個
別

計
画

第２期長井市生涯学習振興計画

・市内の地区公民館が中心となり、地域や学校と連携しながら、地域毎に食
文化や遊びを通した伝統文化の伝承活動を行っている。
・また、「長井市の文化的景観」調査事業を実施し、「景観計画」等庁内の
各計画との連携を図りながら、市内の文化財の保護と活用を検討し、長井市
らしい魅力を持つ文化的景観保護の推進に力を入れている。

・文教の杜、古代の丘資料館等は老朽化が進んでおり、修繕計画を立てる必
要がある。
・民間による開発と遺跡保護との調整に関して発掘調査を行うことができる
専門知識を有する職員が今後いなくなることが課題である。

・ソフト面では、地域に伝承されてきた文化をこれからも継承していくた
め、地域が中心となり学ぶ機会を充実させていく。
・また、長井市の文化的景観保護を推進する中で、フットパス構想と連携
し、舟運文化のまちなみの保全と活用策を計画に盛り込んでいく。
・ハード面では、市民主体の文化活動の拠点となる文化施設の修繕、整備を
計画的に進める。

第四次総合計画の現在の総括
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19_交通基盤

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 6 （基本目標総数７ ）

快適で住みよいまち

主要施策 Ｎｏ． 19 （主要施策総数 ２２）

生活と産業を支える交通基盤づくり

①幹線道路と市内道路の総合的ネットワークの構築
②公共交通機関の確保

新潟山形南部連絡道路や国道２８７号の整備促進活動
街路整備事業（都市計画道路　粡町成田線）
市内生活道路の維持管理、除排雪
フラワー長井線利用拡大事業
山形鉄道経営改善事業
市営バス運行事業　　　　　　など

個
別

計
画

都市計画マスタープラン
かわまちづくり計画
都市再生整備計画

・置賜生活圏30分構想を実現する幹線道路の整備は、梨郷バイパス、長井南
バイパス、森バイパスの整備が開始され進行中である。
・都市計画道路の整備としては、山形県施工の街路事業として粡町成田線の
整備事業が開始された。
・県、沿線市町と協力してフラワー長井線の存続を支援すると同時に、市バ
スについては路線やダイヤを見直しによる効率化を図り、公共交通として一
定の効果があった。

・幹線道路については、一定程度の進展がみられたが、市内生活道路のにつ
いては財源が不足したことにより整備に遅れがみられる。
・公共交通については、高齢化の加速により、これまでよりも多種多様な
ニーズがでてくることが予想される。一方で透明性の高い公共交通への支援
や効率的な運営が必要となってきた。

・現在、進められている幹線道路整備については、早期完成を継続して働き
かけていく。市内生活道路の整備については、優先度をよく吟味しならが
ら、財源の確保と効率的な整備に努めていく。
・整備の内容としては、運転者も歩行者にとっても安全安心のみちづくりが
求められており、橋梁や道路の長寿命化対策や安全で利用しやすい歩道づく
り等にも配慮していく。
・フラワー長井線の経営改善計画の着実な遂行と経営改善を促し、同時に自
治体としての責任範囲を明確にして、存続を支援していく。市バスについて
は、利便性と効率性のバランスのとれた運行形態を確保していく。

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括
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フラワー長井線利用人数・定期外及び旅行業営業収入の推移 

年  度 
年間利用 

人数(人) 

定 期 

（人） 

定期外 

（人） 

定期外収入 

(円) 

旅行業営業 

利益 (円) 
計(円) 

2000 平成 12 994,511 873,024 121,487       

2001 平成 13 931,120 841,368 89,752 35,700,000 △ 444,000 35,256,000 

2002 平成 14 917,235 802,466 114,769 46,177,000 456,000 46,633,000 

2003 平成 15 865,419 746,752 118,667 41,453,000 169,000 41,622,000 

2004 平成 16 873,645 704,612 169,033 63,781,000 664,000 64,445,000 

2005 平成 17 815,433 649,918 165,515 59,555,000 327,000 59,882,000 

2006 平成 18 773,973 616,098 157,875 54,638,000 1,046,000 55,684,000 

2007 平成 19 759,666 594,394 165,272 63,652,000 4,194,000 67,846,000 

2008 平成 20 748,173 577,682 170,491 54,672,000 4,657,000 59,329,000 

2009 平成 21 722,232 555,382 166,850 52,408,000 4,533,000 56,941,000 

2010 平成 22 740,165 536,450 203,715 
53,012,000 

（64,713,000） 
4,552,000 

57,564,000 

（69,265,000） 

2011 平成 23 735,445 539,160 196,285 
48,001,000 

（67,778,000） 
4,991,000 

52,992,000 

（72,769,000） 

※2010 年以降定期外収入（ ）は JR 東日本のウィークエンドパスによる収入を含む。 資料：企画調整課 
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20_都市基盤

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 6 （基本目標総数７ ）

快適で住みよいまち

主要施策 Ｎｏ． 20 （主要施策総数 ２２）

うるおいある都市基盤づくり

①水と緑と花のまちにふさわしいまちなみの整備
②土地利用計画の見直し
③快適で安全な環境づくり
④自然を活かした公園づくり

かわまちづくり推進事業（フットパス、親水空間の整備など）
都市再生整備事業
長井ダム建設促進事業
上水道事業、公共下水道事業、浄化槽事業
市営住宅管理事業、国土調査事業
都市公園の管理・整備事業

個
別

計
画

都市計画マスタープラン
かわまちづくり計画
都市再生整備計画
水道施設更新計画
みずのふるさとながい再生計画（汚水処理施設整備）
公園施設長寿命化計画
公営住宅長寿命化計画

・最上川沿いやまちなかにフットパス、舟通し水路、駅西広場等の親水空間
が創出された。
・上水道については、十分な水源を確保し、安全でおいしい水の提供がなさ
れている。
・下水道等の排水処理施設については、整備率91.8％（平成23年度末）と
計画的に整備が進み、最上川、野川、白川等の市内河川の水質の向上が図ら
れた。

・上水道施設、下水道等施設、都市公園施設、市営住宅等施設において、老
朽化が進行し、修繕・更新の必要性が高まっている。
・老朽河川の整備については、財源の不足により、整備に遅れがみられる。
・公園や親水空間については、計画的・効率的な維持管理に加えて、周辺環
境を阻害しない、景観に配慮した空間づくりが求められている。

・上水道施設、下水道等施設の長寿命化と整備を計画的に進め、安全で安定
したサービスの提供に努める。また、水洗化のアピールや取り組みを行い普
及率の向上と更なる水質の向上に努める。
・公園や親水空間については、景観に配慮した空間づくりを念頭に置きなが
ら、老朽化施設の修繕を進めるとともに効率的な緑地管理に努める。
・住宅関連補助事業や宅地開発等による優良な住環境整備・提供により、移
住・定住を促進していく。

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策

主な事業
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21_情報化

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 7 （基本目標総数 ７）

計画実現のためのしくみづくり

主要施策 Ｎｏ． 21 （主要施策総数 ２２）

情報化による新しい行政、社会システムづくり

①組織、個人認証システムへの対応
②ホームページ等での情報の能動的公開
③職員や市民の情報処理能力（リテラシー）向上のための教育・研修
④電子文書管理システム等の導入による効率的な事務執行
⑤ネットワークを利用した市民サービスのノンストップ化のための展開
⑥地域の高速通信環境等の情報通信インフラの整備

基幹系システム整備推進事業（住民情報・各税・保健福祉等）
情報系システム整備推進事業（庁内ネットワーク・ホームページ等）
電子自治体整備推進事業
地上デジタル放送共聴施設整備事業

個
別

計
画

長井市情報基本計画 Ver3.0

・基幹系システムについては、置賜地域共同アウトソーシングにより標準
パッケージをノンカスタマイズで導入することにより、低コストで安定した
システムの運用を実現している。Ｈ20に、分かりやすい行政情報の発信を目
指し全面的なホームページのリニューアルを行った。
・情報通信インフラの整備については、地上デジタル放送の難視地区におい
て、共聴組合主体の整備事業に補助金を交付し、受益者負担の軽減を図って
いる。

・東日本大震災において大規模な停電が発生し、外部及び庁内ネットワーク
停止により基幹系の全システムが停止し、市民窓口業務等に大きな支障が出
たため、業務を継続するための対策が必要である。
・ホームページによる情報発信については、基本情報が不足しているととも
に、情報掲載の際に手間がかかり、レイアウト等も統一させていないため、
もう少し工夫が必要である。
・山形県電子申請サービスについては、関係課の連携のもとに利用者を広げ
ていくような運用方法を検討する必要がある。

・基幹系システムについては、災害（大規模停電）時でも市民窓口業務等が
継続して行えるよう、庁舎内にバックアップサーバを設置するなどの対策を
実施する。
・ホームページに関しては、災害時等の情報発信を含め新システムの導入に
より、旬な情報掲載にも手間がかからないよう業務の効率化を図る。「イベ
ントカレンダー」等により身近な情報を取得できることや、携帯電話・ス
マートフォンなどのモバイル端末に対応するなど、HP自体のリニューアルを
実施する。
・山形県電子申請サービスの運用については、申込み（イベント、説明会
等）やアンケート機能等を重点に活用し、利用者の拡大を図る。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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情報発信 

① 長井市公式ホームページへのアクセス状況 

年度 訪問件数 １カ月平均 

平成１６年 224,022 18,669 

平成１７年 216,284 18,024 

平成１８年 263,231 21,936 

平成１９年 308,500 25,708 

平成２０年 308,713 25,726 

平成２１年 261,587 21,799 

平成２２年 347,755 28,980 

平成２３年 345,943 28,829 

② 長井市公式ホームページへの情報掲載状況 

年度 掲載文書件数 １カ月平均 

平成１６年 1,137  95 

平成１７年 1,248 104 

平成１８年 1,442 120 

平成１９年 1,331 111 

平成２０年 1,120  93 

平成２１年  813  68 

平成２２年  843  70 

平成２３年  806  67 

資料：企画調整課  

●新旧アウトソーシングの費用比較 

 共同ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ(H21～29) 旧ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ(H21 決算) 

システム関連

総費用 

単年度（平均） 65,000 千円 H21 決算 130,000 千円 

（H21～29 実績見込み） 

・導入(H20)  80,000  

・ＡＳＰ   223,000 

・運用    281,000 

9 年間合計   584,000 

（H21 決算内訳） 

 ・ｼｽﾃﾑ委託料 116,000 

・通信費等  14,000  

 

基幹系システムの置賜地域共同アウトソーシング≪クラウド化≫によるコスト削減効果 
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22_行財政

将
来
像

協働・創造・未来の鼓動　実感“ながい”

基本目標 Ｎｏ． 7 （基本目標総数 ７）

計画実現のためのしくみづくり

主要施策 Ｎｏ． 22 （主要施策総数 ２２）

自主自立の行政システムの確立

①予算編成プロセスの確立と政策評価
②事業評価システムの導入（宣言、実行、評価のサイクルの定着とこれを踏
まえた予算編成）
③事業評価を踏まえた行政事業について説明体制づくり
④人材育成による行財政運営の質的向上と財政健全化の推進
⑤広域行政の推進

予算編成等事務経費、職員研修事業、職員採用試験事業
各種基金積立金、ふるさと納税事業、ふるさと応援大使事業
税務事務管理経費、賦課徴収事務経費
置賜広域行政事務組合分担金

個
別

計
画

長井市行財政改革推進計画2006～集中改革プラン～
長井市人材育成研修プラン
長井市財政の中期展望
新置賜広域ふるさと市町村圏計画

・財政については、事務事業や職員数の見直し等長井市行財政改革推進計画
の推進、長年の財政健全化の取り組みによって、財政調整基金や減債基金の
機能が回復し、また、実質公債費比率が１８％を下回るなど、健全化が図ら
れた。
・人材育成については、H23年から市町村アカデミー等への派遣研修を積極
的に行うなど、研修体制の強化が図られているほか、内部研修も増加してい
る。
・広域行政については、置賜の各市町と連携した情報システムの構築を行
い、経費削減に大きな効果があった。

・事業評価については、継続して実施してきたものの、行財政改革や予算編
成への反映が十分とはいいがたい。また、評価方法や評価後の取組状況の把
握などの主体が不明確となっており、適切な評価や成果が見えにくくなって
いる。事業評価の方法の見直しと取り組み主体の明確化が不可欠。
・行革委員会で提案された、公共施設全体（市道、上下水道管などを含み）
の維持保守等整備計画（長寿命化計画）を整理する必要がある。

・財政については、今後も健全化の取組みを継続していく。
・人材育成については、人材育成研修プランに基づき、研修体制の強化を進
めていく。
・事業評価については、総務・財政・企画部門で方法の見直しを進めるとと
もに、主体の明確化を図り、PDCAサイクルの着実な運用を行っていく。
・公共施設全体について維持保守等整備計画に基づき、今後継続するもの廃
止するもの等を判断していく。

主な事業

関係する個別計画

総
括
内
容

成　果

課　題

今後の方向性

第四次総合計画の現在の総括

第
四
次
総
合
計
画
の
内
容

基本目標

主要施策

基本施策
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22_行財政

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

減債基金 100,233 233 233 233 234 234 234 22,980

財政調整基金 100,488 100,495 5,607 5,622 105,642 255,731 456,101 456,539

標準財政規模の5% 363,866 370,398 359,919 356,520 374,576 382,689 395,104 391,052
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千円 
積立金残高の推移 

○実質公債費比率とは 

 １年間に返済する借入金等の額が、標準的な年間収入額（地方税や地方交付税など） 

 に対してどれ位の割合を占めているかを表す指標。前３カ年平均で算定。 
 数値が大きいほど必要なサービスに回せるお金が少なくなる。 

資料：各年度決算統計資料 

（1億円） 

（5億円） 

○財政調整基金・減債基金とは 
  自治体における貯蓄といえるもの。前年度の剰余金を積み立て、後年度の経済変動や災害等による
財源不足に備える。また、償還期間を繰り上げて地方債を償還する際の財源とする。標準財政規模
（H23:78.2億円）の5％以上が望ましい水準。 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24

実質公債費 

比率 
27.7 26.7 23.6 23 22.2 19.8 17.8
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30
％ 
実質公債費比率（財政の健全度を示す指標）の推移 

財政再生 

基準 30％ 

早期健全化 

基準 25％ 

起債許可 

基準 18％ 

○財政再生基準・早期健全化基準・起債許可基準とは 

  財政の健全度を示す指標が一定程度悪化し、各基準を上回った場合、財政再生計画の作成など、 

  様々な制約が課せられる。 

資料：各年度決算統計資料 
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